
森林環境譲与税の使途公表について 

 

平成３１年４月に森林経営管理法が施行され、市町村による森林整備に必要な財源を確保するために森林環境税及び森林環

境譲与税が創設されました。 

本町においても令和元年度より国から森林環境譲与税が譲与されています。森林環境譲与税は法律で使途が定められており、

市町村及び都道府県は森林環境譲与税の使途を公表しなければならないとされています。 

 
〇令和４年度活用実績 

                                                （単位：千円） 

事業区分 事業名 事業内容 事業費 

事業支援システムの構築 森林環境譲与税事業 
図面や森林台帳を一元管理し森林整備に活用す

るための森林情報システムの導入 
１３２ 

山形地方森林林業 

活性化協議会負担金 
森林環境譲与税事業 

森林経営管理制度等に取り組んでいくにあた

り、管内の推進体制を構築するため、２市２町

（山形市、上山市、山辺町、中山町）と山形地方

森林組合による協議会 

３８５ 

基金積立（森林整備等） 森林環境譲与税事業 

中山町における間伐や人材育成、担い手の確

保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及び

その促進にかかる財源に充てるため、中山町森林

環境譲与税基金を設置 

１,４０７ 

合  計 １,９２４ 

 


